
行政のＤＸに係る令和４年度関連事業・取組一覧

分野 担当課

総務部
職員研修課

ふくしま自治研修センターにおけ
る職層別研修への派遣

ふくしま自治研修センターで実
施される職層別研修に職員を派
遣し、ＤＸを含む業務改善・生
産性向上の考え方等に関する理
解を促進する。

令和４年度においては、応用力
アップ研修、実行力アップ研
修、新任係長研修、新任管理者
研修、新任課長研修に７００名
程度の職員を派遣する予定であ
る。

総務部
人事課

人事・給与・行政組織等管理事業
(働き方改革推進事業)

働き方改革、ＤＸの推進に向け
て職員の意識改革を行うため、
庁内に理想の働き方の実施例を
創出し、その状況を庁内に共有
する。

モバイルＰＣ、無線ＬＡＮ等を
導入することにより、在宅勤
務、ペーパーレス等に取り組む
実践例を創出し、その内容を庁
内に共有することで職員に意識
改革と行動変容を促す。

総務部
行政経営課

職員の意識改革と行動変容に向け
た取組

部局提案型ＢＰＲ推進事業の実
施結果について、県庁内への共
有や、会議での報告などを通じ
て、積極的に展開し、同様の業
務等への横展開と職員の意識改
革につなげる。

ＢＰＲを県庁内に浸透させ、今
後のＢＰＲの推進や県庁のデジ
タル変革に対する全庁的な機運
の醸成につなげる。

1(2) 業務の棚卸し(可視化)とＢＰＲ 総務部
行政経営課

人事・給与・行政組織等管理事業
(県庁のＤＸ・業務改革推進事業
（部局提案型ＢＰＲ推進事業）)

令和３年度に実施した「業務実
態調査」の結果を基に、各部局
から主体的に提案された課に対
してＢＰＲを実施する。

県庁内の８課（室）に対し、Ｂ
ＰＲを行う。

1(3) 書面規制、押印、対面規制の見
直し

総務部
行政経営課

書面規制、押印、対面規制の見直
し

書面規制、対面規制について
は、マニュアル策定等の国動向
や、当該マニュアルを踏まえた
本県の対応方針の検討を進め
る。
押印については、県規定に基づ
く約92％を見直したところであ
り、今後は個別の支障事例に応
じて見直し等の検討を進める。
電子契約については、導入事例
の情報収集に取り組む。

書面規制、対面規制について
は、国の対応を踏まえ、速やか
に本県の対応方針を検討する。
押印については、支障事例に応
じて、担当課、制度所管課とと
もに見直しに向けた取組を検討
する。
電子契約については、導入の課
題の整理を進める。

計画 業務の現状分析 警察本部
警務課

福島県警察ＤＸ推進事業（内部管
理業務デジタル変革推進事業）

業務の現状分析を行い、デジタ
ル化すべき業務・手続、優先順
位、システム化等の方法、費用
対効果などを整理し、民間のIT
コンサルタントの専門的知見を
活用して業務のデジタル変革を
推進する。

業務の現状分析を行い、デジタ
ル化すべき業務・手続、優先順
位、システム化等の方法、費用
対効果を整理してシステム化に
当たっての要件定義、調達仕様
書作成等を行う。

総務部
行政経営課
企画調整部
デジタル変革課

行政手続のオンライン化の推進 オンライン化の手法(メール、簡
易申請システム、マイナポータ
ル等)及び推進方法について、関
係課と検討を進める。

県及び市町村の行政手続のオン
ライン利用率について、61.0％
を目標とする。

総務部
文書法務課

電子決裁の拡充 文書管理システム上で電子決裁
による業務の省力化・効率化を
図る。

文書管理システムにおける電子
決裁機能の開発・構築に係る事
業費の確保を目指す。

企画調整部
デジタル変革課

デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(オールふくしまＤＸ推進基本設計
構築事業)

県及び市町村が共通の認識を
持ってＤＸを進めるため、行政
手続（県、市町村）の共通ポー
タルを提供するための仕様を策
定するとともに、データ連携に
必要なルールや機能を標準化
し、各種サービスにつなぐ仕様
を設計して、本県のデジタル変
革の推進を図る。

行政手続のオンライン化につい
て、県及び市町村共通のポータ
ルを提供するための仕様等を策
定する。

企画調整部
デジタル変革課

申請・届出オンライン化事業 県民の利便性向上、業務の効率
化を図るため、県と市町村が共
同で申請・届出を行うシステム
を引き続き導入する。

共同導入した電子申請システム
の利用件数について、11万件を
目標とする。

土木部
建設産業室

建設業法施行管理事業(経営事項審
査事業)

建設業許可・経営事項審査の電
子申請システムについて、運用
開始に向けた調整・検討を進め
る。

令和5年1月運用を開始する予定の国
と都道府県の共通システムの利用に
ついて、業者等（建設業許可9,000
件程度、経営事項審査2,600件程
度）に対してホームページ等での周
知を行う。

総務部
税務課

収納業務委託事業(コンビニ収納委
託事業)

コンビニ納付期間の延長、対象
とする電子マネーの拡充等を行
う。

自動車税種別割に係る電子決済
の利用件数について、24,595件
を目標とする。

総務部
税務システム課

税務システム業務委託事業(税務シ
ステム維持管理事業)

地方税共通納税システムの対象
税目拡大対応、コンビニ・クレ
ジット納付の通年化に対応する
ためのシステム改修等を行う。

令和5年4月のシステムリリース
に向け、令和4年度に左記改修を
行う。

事業名又は取組名 事業概要又は取組内容

令和４年度関連事業・取組一覧

指標（ＫＰＩ）又は目標

キャッシュレス決済の導入2(2)

2　行政サービス
の向上に向けた

取組

デジタル変革（ＤＸ）推進基本方針及びデジタル化推進計画

1　まず始めに実
施すべき取組

1(1) 職員の意識改革と行動変容

2(1) 行政手続のオンライン化

項目
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項目

2(2) キャッシュレス決済の導入 出納局
出納総務課

キャッシュレス決済等の導入 現在の銀行窓口収納に加え、非
対面、非接触による支払いが可
能となるキャッシュレス決済の
導入及びコンビニエンスストア
における納付も可能となるよう
取組む。

財務会計システムの定例調定に
より納入通知書を発行している
使用料・手数料等を対象に導入
する。

2(3) オープンデータの充実 企画調整部
デジタル変革課

オープンデータの推進 県が保有するデータについて、
関係部局と連携し、データの棚
卸しを行い、公開可能なデータ
を把握するとともに、オープン
データとして順次公開する。

オープンデータポータルサイト
の閲覧件数について、23,146件
を目標とする。

3(1) ペーパーレス化の推進 総務部
行政経営課

ペーパーレス化の推進 庁内のペーパーレス化を推進
し、コピー用紙の購入量を削減
する。

ペーパーレス化に向けた職員の
行動計画を策定する。

3(2) 庶務業務改革 総務部
職員業務課

庶務業務集中処理化推進業務(庶務
システム運用事業)

庶務業務の省力化・効率化を担
うため、庶務システムの運用を
行う。

庶務システムについて、対象所
属が拡大した後も安定したサー
ビス提供をする。

3(3) 電子決裁の拡充 総務部
文書法務課

電子決裁の拡充 文書管理システム上で電子決裁
による業務の省力化・効率化を
図る。

文書管理システムにおける電子
決裁機能の開発・構築に係る事
業費の確保を目指す。

3(4) 業務システムの連携・最適化 企画調整部
デジタル変革課

業務システムの実態把握 庁内で構築されている業務シス
テム（令和２年度末時点で202の
システム）について、業務シス
テムの棚卸に向け、詳細を把握
する。

業務システムの詳細を把握す
る。

3(5) ＲＰＡの導入 総務部
行政経営課

人事・給与・行政組織等管理事業
(県庁のＤＸ・業務改革推進事業
（業務プロセスの見直しと連携し
たＲＰＡ等導入事業）)

ＢＰＲを実施した業務等から、
新たなＲＰＡを導入し、業務の
効率化を図る。

ＲＰＡの導入により削減される
年間の業務時間について、
11,400時間を目標とする。

3(6)
ア

ＡＩの活用
　議事録の作成支援

総務部
行政経営課

人事・給与・行政組織等管理事業
(県庁のＤＸ・業務改革推進事業
（議事録作成支援システム運用事
業）)

議事録作成支援システムの運用
拡大を図る。

議事録作成支援システムの年間
利用時間について、1,400時間を
目標とする。

3(6)
イ

ＡＩの活用
 ＡＩチャットボットの導入

企画調整部
デジタル変革課

デジタルコミュニケーション推進
事業(ＡＩヘルプデスク高度化事
業)

職員からの質問に対してＡＩが
質問の意味を解釈して、自動で
応答するシステム（チャット
ボット）を導入する。

チャットボットの利用満足度に
ついて、「満足した」と回答し
た割合を58%とすることを目標と
する。

3(7) ビジネス管理ツールの導入 企画調整部
デジタル変革課

デジタルコミュニケーション推進
事業(チャットコミュニケーション
推進事業)

自治体専用チャットツールを導
入し、実証事業として情報共有
の迅速化、業務の効率化の効果
を検証する。

自治体専用チャットツールを導
入し、県８所属及び市町村と実
証を行う。

計画 議会事務局
総務課

議会ＩＣＴ導入経費 議会審議の充実や議会運営の効
率化・活性化のため、タブレッ
ト端末を導入する。

9月定例会からタブレット端末を
試行導入し、議会ＩＣＴ化検討
会で効果等を検証しながら、
ペーパレス化する会議を徐々に
増やしていく。

計画 警察本部
警務課

福島県警察ＤＸ推進事業（ＲＰＡ
導入検証事業）

定型単純作業の割合が大きい業
務にＲＰＡツール、ＡＩ-ＯＣＲ
を導入し、定型単純作業にかけ
られていた人員や時間を削減し
て業務を効率化する。
令和４年度で導入、実証を行
い、分析・検証の結果得られた
削減効果を踏まえて、より効果
的な運用方法を検討する。

ＲＰＡツールの適用業務数につ
いて、５業務を目標とする。

計画 警察本部
警務課

福島県警察ＤＸ推進事業（音声入
力支援ソフト導入事業）

音声認識で自動タイピングを行
う音声入力支援ソフトを導入
し、各種会議での議事録、各種
報告書等作成に係る業務負担の
軽減を図る。
令和４年度で導入、実証を行
い、分析・検証の結果得られた
削減効果を踏まえて、より効果
的な運用方法を検討する。

音声入力支援ソフトにより議事
録等を作成する会議等時間数に
ついて、200時間を目標とする。

4(1) Ｗｅｂ会議の拡充 企画調整部
デジタル変革課

デジタルコミュニケーション推進
事業(県市町村Ｗｅｂ会議・情報連
絡システム運用事業)

県が開催する会議を可能な限り
Ｗｅｂで実施することにより、
市町村職員等参加者の移動時間
を削減する。

職員が必要な時にＷｅｂ会議を
いつでも開催できるよう、通信
等環境の整備やタブレットの配
備等を行う。

総務部
人事課

人事・給与・行政組織等管理事業
(働き方改革推進事業)

働き方改革、ＤＸの推進に向け
て職員の意識改革を行うため、
庁内に理想の働き方の実施例を
創出し、その状況を庁内に共有
する。

モバイルＰＣ、無線ＬＡＮ等を
導入することにより、在宅勤
務、ペーパーレス等に取り組む
実践例を創出し、その内容を庁
内に共有することで職員に意識
改革と行動変容を促す。

総務部
施設管理課

在宅勤務用スマートフォンの試行導入 県庁舎電話交換機改修工事におい
て、在宅勤務用スマートフォンの試
行導入を検討する。

最適な仕組みの導入に向けた検討を
行う。

4(2) テレワークの推進

2　行政サービス
の向上に向けた

取組

3　公務能率の向
上に向けた取組

4　新型コロナウ
イルス感染症対
策を踏まえ加速
させる取組
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分野 担当課

事業名又は取組名 事業概要又は取組内容

令和４年度関連事業・取組一覧
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デジタル変革（ＤＸ）推進基本方針及びデジタル化推進計画

項目

5(1) インターネット閲覧時の利便性
の向上

企画調整部
デジタル変革課

情報通信基盤運営事業(県情報通信
ネットワークシステム運用管理事
業)

インターネットを閲覧する際の
システムをの更新に伴い、同時
に閲覧可能なパソコンの台数を
増加させ、業務の効率化を推進
する。

インターネットを同時に閲覧可
能な台数を5000台とする。

5(2) 庁内ネットワークの無線化 企画調整部
デジタル変革課

庁内ネットワークの無線化 庁内に無線ＬＡＮアクセスポイ
ントを試行導入し、グループ
ウェアや各所属のデータサーバ
等に無線で接続できるようにす
る。

32の所属において、一部のパソ
コンに無線ＬＡＮを導入するこ
とにより、無線化が適する業務
の種類や、業務の効率化の割合
等を検証する。

5(3) 職員用パソコンのモバイル化 企画調整部
デジタル変革課

モバイルＰＣの導入 在宅勤務及びモバイルワークに
使用するため、職員のパソコン
のモバイル化について検討を行
う。

令和５年度の職員のパソコン更
新に向け、パソコンのモバイル
化に向けた検討を行う。

5(4) ファイルサーバーのクラウド化 企画調整部
デジタル変革課

ファイルサーバーのクラウド化 ファイルサーバーのクラウド化
に向けた検討を行う。

現在各所属で設置しているサー
バーの現状を確認し、ファイル
サーバーのクラウド化に向けた
検討を行う。

5(5) オフィス改革 総務部
人事課

人事・給与・行政組織等管理事業
(働き方改革推進事業)

働き方改革、ＤＸの推進に向け
て職員の意識改革を行うため、
庁内に理想の働き方の実施例を
創出し、その状況を庁内に共有
する。

モバイルＰＣ、無線ＬＡＮ等を
導入することにより、在宅勤
務、ペーパーレス等に取り組む
実践例を創出し、その内容を庁
内に共有することで職員に意識
改革と行動変容を促す。

5(6) 職員の育成と情報リテラシーの
向上

総務部
職員研修課

情報リテラシー等の向上に向けた
職員の自己啓発支援

業務との関連性や自身のレベル
に応じてコースを選択できる通
信教育講座（有料）について、
ＤＸ、統計、ソフトウェア等情
報リテラシーに関するコースを
拡充する。

有料の自己啓発であることか
ら、指標の設定は行わないが、
職員に多様なメニューを提供す
ることにより、職員の情報リテ
ラシーの底上げを図っていく。

総務部
職員研修課

民間企業派遣研修 働き方改革やＤＸなどで先進的
な取組を進める民間企業での勤
務経験を通し、職員の育成及び
県庁内の活性化を図る。

民間企業２社に１名ずつ職員を
派遣する。

企画調整部
デジタル変革課

情報セキュリティ研修等の実施 一般職員向け及び管理職員を対
象とした情報セキュリティ研修
及びＩＴＬを対象としたＩＴＬ
研修を行う。

一般職員向け及び管理職員を対
象とした情報セキュリティ研修
及びＩＴＬを対象としたＩＴＬ
研修を行う。

計画 警察情報通信ネットワーク環境
の整備

警察本部
情報管理課

福島県警察ＤＸ推進事業（警察情
報モバイルネット環境整備事業）

警察情報通信ネットワーク環境
のない場所での警察情報システ
ムへの接続環境整備

モバイルネットワーク回線を５
回線契約し、ネットワーク環境
のない場所での勤務を可能とす
る。

1(1) 職員の意識改革 総務部
市町村行政課
企画調整部
デジタル変革課

デジタル変革（ＤＸ）推進事業(市
町村ＤＸ推進トップセミナー事業)

市町村におけるデジタル変革に
向けた機運の醸成、認識の共有
を図るため、市町村長等を対象
に研修会・勉強会を開催する。

市町村におけるデジタル変革に
向けた機運の醸成、認識の共有
を図るため、市町村長等を対象
としたトップマネジメントセミ
ナーを２回、市町村職員を対象
としたＤＸの基礎セミナーを２
回、合計４回開催する。

1(2) デジタル人材の確保・育成 企画調整部
デジタル変革課

デジタル人材の確保・育成 市町村のデジタル人材に係る
ニーズを把握し、必要な支援を
行う。

市町村のデジタル人材に係る
ニーズを把握し、必要な支援を
行う。

1(3) 自治体情報システムの標準化・
共通化

企画調整部
デジタル変革課

デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(オールふくしまＤＸ推進基本設計
構築事業)

県及び市町村が共通の認識を
持ってＤＸを進めるため、①行
政手続（県、市町村）の共通
ポータルを提供するための仕様
を策定するとともに、②データ
連携に必要なルールや機能を標
準化し、各種サービスにつなぐ
仕様を設計する。

①優先的にオンライン化を推進
すべき手続に係る総務省調査を
基に算出される県及び市町村の
オンライン利用率について、
61.0%を目標とする。
②スマートシティに取り組む市
町村について、２団体（累計）
を目標とする。

1(4) マイナンバーカードの普及促進 企画調整部
デジタル変革課

デジタル変革（ＤＸ）推進事業(マ
イナンバーカード普及促進事業)

市町村と連携し、マイナンバー
カードの出張申請受付を行い、
県民のマイナンバーカードの取
得率向上を図る。

令和4年度末までに県民のマイナ
ンバー取得率をほぼ100%とする
ことを目標とする。

1(5) 行政手続のオンライン化 企画調整部
デジタル変革課

デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(オールふくしまＤＸ推進基本設計
構築事業)

県及び市町村が共通の認識を
持ってＤＸを進めるため、①行
政手続（県、市町村）の共通
ポータルを提供するための仕様
を策定するとともに、②データ
連携に必要なルールや機能を標
準化し、各種サービスにつなぐ
仕様を設計する。

①優先的にオンライン化を推進
すべき手続に係る総務省調査を
基に算出される県及び市町村の
オンライン利用率について、
61.0%を目標とする。
②スマートシティに取り組む市
町村について、２団体（累計）
を目標とする。

企画調整部
デジタル変革課

デジタル変革（ＤＸ）推進事業(Ｉ
ＣＴアドバイザー市町村派遣事業)

市町村へＩＣＴアドバイザーを
派遣し、市町村の課題を分析
し、ＡＩ、ＲＰＡ等の先端技術
の活用等、適切な解決策を助言
する。

ＩＣＴアドバイザーの派遣市町
村数について、19団体を目標と
する。

5　1～4の取組を
支える基盤整備

第４-１　市町村
支援・連携

5　1～4の取組を
支える基盤整備

3



分野 担当課

事業名又は取組名 事業概要又は取組内容

令和４年度関連事業・取組一覧

指標（ＫＰＩ）又は目標

デジタル変革（ＤＸ）推進基本方針及びデジタル化推進計画

項目

企画調整部
デジタル変革課

デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(ICT推進市町村支援事業)

市町村におけるＡＩ、ＲＰＡ等
の先端技術の活用によるＤＸの
取組を支援する。

ＡＩ、ＲＰＡ等の先端技術を活
用する市町村数について、41団
体（累計）を目標とする。

企画調整部
デジタル変革課

申請・届出オンライン化事業 県民の利便性向上、業務の効率
化を図るため、県と市町村によ
る行政手続きのオンライン化を
実施する。

電子申請システムの利用件数に
ついて、11,000件を目標とす
る。

1(6) AI・RPA等の利用促進・共同導入 企画調整部
デジタル変革課

デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(ICT推進市町村支援事業)

市町村におけるＡＩ、ＲＰＡ等
の先端技術の活用によるＤＸ及
びデジタル化の取組を財政支援
する。

ＡＩ、ＲＰＡ等の先端技術を活
用する市町村数について、42団
体（累計）を目標とする。

1(7) テレワークの推進 企画調整部
デジタル変革課

デジタル変革（ＤＸ）推進事業(Ｉ
ＣＴアドバイザー市町村派遣事業)

市町村へＩＣＴアドバイザーを
派遣し、市町村の課題を分析
し、ＡＩ、ＲＰＡ等の先端技術
の活用等、適切な解決策を助言
する。

ＩＣＴアドバイザーの派遣市町
村数について、19団体を目標と
する。

企画調整部
デジタル変革課

デジタル変革（ＤＸ）推進事業(Ｉ
ＣＴ推進市町村支援事業)

市町村におけるＡＩ、ＲＰＡ等
の先端技術の活用によるＤＸ及
びデジタル化の取組を財政支援
する。

ＡＩ、ＲＰＡ等の先端技術を活
用する市町村数について、42団
体（累計）を目標とする。

1(8) セキュリティ対策 企画調整部
デジタル変革課

自治体情報セキュリティクラウド
運用事業

不正アクセスを監視するため、
市町村と共同で設置している
「自治体情報セキュリティクラ
ウド」について、令和4年度から
東北6県及び新潟県が共通の仕様
で調達し、高度なセキュリティ
監視実施していく。

県内59市町村及び要望のあった1
一部事務組合に対し、自治体情
報セキュリティクラウドのサー
ビスを提供する。

1(9) ＢＰＲ（書面規制、押印、対面
規制の見直し）

総務部
市町村行政課

ＢＰＲに向けた支援 県庁での見直し方法の情報提供
等による支援を行う。

県庁での見直し方法の情報提供
等による支援を行う。

1(10
)

オープンデータの推進 企画調整部
デジタル変革課

デジタル変革（ＤＸ）推進事業(Ｉ
ＣＴアドバイザー市町村派遣事業)

市町村へＩＣＴアドバイザーを
派遣し、市町村の課題を分析
し、ＡＩ、ＲＰＡ等の先端技術
の活用等、適切な解決策を助言
する。

ＩＣＴアドバイザーの派遣市町
村数について、19団体を目標と
する。

2(1) 各市町村の実情と地域の特性に
応じた支援等

企画調整部
デジタル変革課

2(2) 市町村間での業務プロセスの標
準化、相互互換性のあるシステ
ムの導入等

企画調整部
デジタル変革課

2(3) 地方振興局の所管区域等を踏ま
えた生活圏単位でのデジタル変
革（ＤＸ）推進

企画調整部
デジタル変革課

2(4) 福島発の行政のデジタル変革
（ＤＸ）モデルの構築

企画調整部
デジタル変革課

デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(オールふくしまＤＸ推進基本設計
構築事業)

県及び市町村が共通の認識を
持ってＤＸを進めるため、①行
政手続（県、市町村）の共通
ポータルを提供するための仕様
を策定するとともに、②データ
連携に必要なルールや機能を標
準化し、各種サービスにつなぐ
仕様を設計する。

①優先的にオンライン化を推進
すべき手続に係る総務省調査を
基に算出される県及び市町村の
オンライン利用率について、
61.0%を目標とする。
②スマートシティに取り組む市
町村について、２団体（累計）
を目標とする。

第４-１　市町村
支援・連携
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地域のＤＸ等に係る令和４年度関連事業(取組）一覧

分野 担当課

1(1) 避難地域12市町村に係るデジタ
ル情報発信の推進

企画調整部
避難地域復興局
避難地域復興課

避難地域への移住促進事業 全国の移住希望者に対して避難
１２市町村の情報発信、交流人
口拡大や関係人口の創出、市町
村における移住体験、受入体制
の構築など、移住推進の各フェ
イズにおいてデジタルメディア
を活用する。

ふくしま１２市町村移住ポータ
ルサイト（未来ワークふくし
ま）のページビュー（ＰＶ）数
を110万ＰＶまで伸ばす。

1(2) 浜通り地域等15市町村における
イノベーション創出支援

商工労働部
産業振興課

イノベーション創出プラット
フォーム事業

福島イノベ構想の具体化のた
め、産業・金融・行政等からな
る連携体制（プラットフォー
ム）を構築し、プロジェクト掘
り起しからビジネスプランの磨
き上げまで、専門家による助
言・指導等の支援を実施し、浜
通り地域におけるイノベーショ
ンを創出するビジネス創生を推
進する。

浜通り地域等におけるプロジェ
クトの支援により、10件を事業
化する。

1(3) 福島イノベーション・コースト
構想に基づく農業先端技術の展
開

農林水産部
農業振興課

福島イノベ構想に基づく農業先
端技術展開事業(先端技術活用に
よる農業再生実証事業)

被災地農業の復興・創生を加速
させるため、大規模な農業経営
が実現可能となる先端技術の実
証研究により、営農再開や経営
規模の拡大を図る。（最先端の
作業ロボットや管理システムを
組み合わせた技術確立を図る）

令和７年度に研究成果（普及に
移しうる成果数）を5件発表する
ことを目標に研究に取り組む。

計画 東日本大震災及び原子力災害の
風化の防止と未来への継承

企画調整部
文化スポーツ局
生涯学習課

東日本大震災・原子力災害伝承
館管理運営事業（伝承館管理運
営事業）

　甚大な災害に見舞われた福島
県の記録及び教訓、復興のあゆ
みを風化させることなく後世に
引き継ぎ、国内外と共有すると
ともに、福島イノベーション・
コースト構想の推進及び本県の
復興の加速化に寄与するため、
東日本大震災・原子力災害伝承
館の運営及びデジタル技術を活
用した情報発信に取り組む。

令和４年度の東日本大震災・原
子力災害伝承館の年間来館者数
５万人を目指す。

企画調整部
地域振興課

テレワークによる「ふくしまぐ
らし。」推進事業

県内のテレワーク受入環境の充
実から、テレワークや地域交流
型ワーケーションの体験機会の
提供、移住の実現支援までの事
業展開により関係人口の創出促
進を図る。

本県でのテレワーク体験者数に
ついて、180人を目標とする。

商工労働部
観光交流局
観光交流課

ワーケーション活用した観光支
援事業(ワーケーションを活用し
た観光支援事業、ワーケション
環境整備を含む宿泊施設向け補
助)

ふくしまならではの体験を取り
入れたプログラムを拡充するな
ど、受入環境やワーケーション
環境整備を含む宿泊施設のバリ
アフリー化など、環境整備を促
進する。

ワーケションプログラム数につ
いて、80件を目標とする。

生活環境部
自然保護課

ふくしまグリーン復興推進事業
(ワーケーション促進事業)

国立・国定公園において、ワー
ケーションの導入を希望する事
業者等と連携し、首都圏企業に
向けた情報発信をするほか、有
識者を派遣してワーケーション
導入の支援を行うことにより
ワーケーションの普及促進を図
る。

国立・国定公園等を活用した
ワーケーションの普及促進に取
り組む。

2(2) リモートワーク等を活用した副
業人材による地域課題の解決

企画調整部
地域振興課

パラレルキャリア人材共創促進
事業

都市部において自らのスキル等
を地方での課題解決にいかした
いと考える情熱を持った人材と
県内事業者をマッチングし、リ
モートワーク等を活用した副業
プロジェクトによる関係づくり
を促進していく。

課題解決プロジェクトへの参加
者数について、130人を目標とす
る。

2(3) デジタル技術を活用した地域お
こしの推進

企画調整部
地域振興課

デジタル技術活用型地域おこし
協力隊事業

総務省「地域おこし協力隊」制
度を活用し、県が地域おこし協
力隊を設置することで、デジタ
ル・ＩＣＴ技術を活用した条件
不利地域の地域課題解決を図
る。

デジタル技術活用型地域おこし
協力隊の活動に当たり連携する
団体数について、6団体を目標と
する。

総務部
広報課

チャレンジふくしま戦略的情報
発信事業(国内外への正確な情報
発信事業-ふくしま戦略的デジタ
ル発信推進事業)

庁内の諸事業について、集中
的・効率的なデジタル広報の実
施とその結果の分析、効果の検
証を繰り返すことで、広報の効
果を高め、県全体の発信力の強
化を図る。

庁内のデジタル広報実施事業
（本事業で分析・効果検証等総
合コンサルタントを行った事業
数）について、25事業を選定す
る。

商工労働部
観光交流局
県産品振興戦略課

県産品デジタルプロモーション
事業

国内及び欧米に向けた県産日本
酒等に関するワンストップ型Ｈ
Ｐを構築・運営するとともに、
ペルソナ像の設定によるデジタ
ルマーケティングの展開を図
る。

国内／欧米向けＩｎｓｔａｇｒ
ａｍでの獲得総フォロワー数
（件）について、4,500を目標と
する。

指標（ＫＰＩ）又は目標

令和４年度関連事業（取組）一覧

テレワークによる関係人口・交
流人口の拡大

2(4) 戦略的なデジタル広報の推進

項目

デジタル変革（ＤＸ）推進基本方針及びデジタル化推進計画

事業（取組）概要事業（取組）名

2(1)

1　震災からの復
興・再生

2　地方創生・関係
人口の創出
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分野 担当課

指標（ＫＰＩ）又は目標

令和４年度関連事業（取組）一覧

項目

デジタル変革（ＤＸ）推進基本方針及びデジタル化推進計画

事業（取組）概要事業（取組）名

商工労働部
観光交流局
観光交流課

観光デジタルマーケティング事
業

迅速かつ的確な観光ニーズを捉
え、低予算で効果的に旅行商品
の造成・販促が必須であること
から、顧客関係管理システムを
導入することで、選定地域の戦
略策定を支援するとともに、観
光消費額の増加を図っていく。

モデル地域内における顧客関係
管理システム利用により販売し
た商品等を通じて誘客できた入
込客数（人）について、150人を
目標とする。

商工労働部
観光交流局
観光交流課

観光デジタルプロモーション強
化事業

観光市場のトレンドに沿う県内
の旬な観光情報、ターゲットに
合わせたデジタル等の媒体選定
の上、集中投下するセグメント
戦略による「伝わる」情報発信
手法を確立する。

ＨＰ「ふくしまの旅」のPV数
（件）について、928万件を目標
とする。

3(1)
ア

情報モラル教育の推進 教育庁
義務教育課

新時代の学びを支えるＩＣＴ活
用プロジェクト(次世代のための
メディアリテラシー育成事業)

児童生徒が自他の権利を尊重
し、情報社会での行動に責任を
持ち、犯罪被害を含む危機を回
避し、情報を正しく安全に利用
できるようにするため、児童生
徒の情報モラルを育成する。

「教員のＩＣＴ活用指導力（Ｄ
情報活用の基盤となる知識や態
度について指導する能力）」に
ついて、83ポイントを目標とす
る。

教育庁
教育総務課

新時代の学校におけるＩＣＴ環
境研究開発事業(県立学校ＩＣＴ
活用教育支援事業)

ＩＣＴ機器活用方法の提案や活
用のための研修、大幅に増加す
る機器管理などを支援するた
め、ＩＣＴ支援員を配置する。

ＩＣＴ支援員が県立学校を訪問
する割合について、100%を目標
とする。

教育庁
義務教育課

新時代の学びを支えるＩＣＴ活
用プロジェクト(ふくしま「未来
の教室」授業充実事業)

端末や環境が異なったとして
も、県内どこにいても実践でき
る事例を集め、広く周知するこ
とで、児童生徒の資質・能力の
育成に寄与する。（ＡＩドリル
導入実験等）

　「教員のＩＣＴ活用指導力
（Ｂ 授業にＩＣＴを活用して指
導する能力）」について、70ポ
イントを目標とする。

総務部
私学・法人課

私立高等学校における１人１台
端末整備支援事業

子どもたち１人１人に個別最適
化され、創造性を育む教育ＩＣ
Ｔ環境を実現するため、私立高
校入学時に各家庭負担で端末を
購入する際、学校が一定の所得
までの世帯に対し世帯所得額に
応じた負担をした場合、学校設
置者に対して補助を行う。

一人一台端末の整備に向けた私
立高等学校への補助について、
15校への補助を目標とする。

教育庁
高校教育課

新時代の学校におけるＩＣＴ環
境研究開発事業(県立中・高ＩＣ
Ｔ活用教育研究開発事業)

新学習指導要領及び新時代の学
びに必要なＩＣＴ機器を活用し
た教育の研究・開発、事例の蓄
積を行う。

普通教室の大型提示装置整備率
について、100%を目標とする。

教育庁
教育総務課
高校教育課
特別支援教育課

新時代の学校におけるＩＣＴ環
境研究開発事業(県立学校Ｗｉ－
Ｆｉ環境整備事業)

ＧＩＧＡスクール構想に基づ
き、整備した県立学校の無線Ｌ
ＡＮ環境の維持及び機器の保
守・サポートに係る委託を行
う。

普通教室の無線ＬＡＮ提供率に
ついて、100%を目標とする。

教育庁
高校教育課

学びの変革のための１人１台端
末実現事業(タブレット端末等購
入支援事業)

令和４年度県立高等学校入学生
から、個人所有端末により１人
１台端末を実現する。これまで
の学校教育とＩＣＴのベスト
ミックスを図り、「学びの変
革」を推進する。

入学予定生徒及び保護者に対す
る周知活動の実施率について、
100%を目標とする。

教育庁
教育総務課

うつくしま教育ネットワーク事
業(うつくしま教育ネットワーク
拠点管理経費)

学校や教育関係機関での電子
メールの利用、ホームページ編
集、グループウェアや校務支援
システムの利用を可能にする
「ふくしま教育総合ネットワー
ク」について、クラウド環境に
再構築するとともに、各所間の
ネットワーク回線を高速化す
る。

「ふくしま教育総合ネットワー
ク」のサービス水準合意（ＳＬ
Ａ）目標及びインターネット回
線稼働率について、99%以上を目
標とする。

教育庁
特別支援教育課

新時代の学校におけるＩＣＴ環
境研究開発事業(県立特別支援学
校ＩＣＴ活用教育研究開発事業)

新学習指導要領及び新時代の学
びに必要なＩＣＴ機器を活用し
た教育の研究・開発、事例の蓄
積を行う。

県立特別支援学校のＩＣＴ機器
整備率について、100%を目標と
する。

3(1)
オ

小学校、中学校、高等学校及び
特別支援学校における統合型校
務支援システムの活用

教育庁
教育総務課

統合型校務支援システム整備事
業

学習成績を含む児童生徒の個人
情報等を一元的に管理する統合
型支援システムを運用する。ま
た、市町村立学校のシステム導
入を推進するため、説明会や研
修会を実施する。

全教職員によるシステムの総合
評価における「良い」、「非常
に良い」を選択した割合につい
て、35%を目標とする。

3(2)
ア

会津大学と連携したデジタル人
材育成

総務部
私学・法人課

女性ＩＴ人材育成・就業応援事
業

県内のＩＴ人材不足を解消する
ため、会津大学のノウハウを活
用し、女性のＩＴ人材を育成す
るとともに、県内企業とのジョ
ブマッチング等により就業を支
援する。

県内ＩＴ企業等への就職や在宅
就労に結び付いた人数につい
て、定員の6割、54名を目標とす
る。

3(1)
イ

ウ

エ

3　教育・人材育成

　小学校及び中学校におけるデ
ジタル技術を有効に活用した授
業の実践

　県立高等学校における一人一
台端末環境の実現

　特別支援学校におけるデジタ
ル技術の効果的な活用

デジタル技術を活用した観光の
推進

2(5)2　地方創生・関係
人口の創出
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分野 担当課

指標（ＫＰＩ）又は目標

令和４年度関連事業（取組）一覧

項目

デジタル変革（ＤＸ）推進基本方針及びデジタル化推進計画

事業（取組）概要事業（取組）名

3(2)
イ

テクノアカデミーを中心とした
デジタル人材育成

商工労働部
産業人材育成課

ものづくり産業におけるＤＸ人
材育成事業

テクノアカデミーにおける最新
機器整備や活用、ＡＩ・ＩоＴ
活用に向けたプログラミング技
術習得等による若年層のＤＸ人
材の育成に加え、県内中小企業
（製造業）を対象としたデジタ
ル化に向けた理解醸成等を推進
していく。

①テクノアカデミーにおけるＤ
Ｘ関連の講義時間数(H)につい
て、年間500時間を目標とする。
②ＤＸ人材の育成を支援する企
業について、年間50社支援を目
標とする。

商工労働部
産業人材育成課

ふくしま観光復興人材育成事業 テクノアカデミー会津　観光プ
ロデュース学科において、県外
からの旅行者を呼び込む新たな
観光商品企画の手法やＷｅｂ
ページ・ＶＲ動画作製、オンラ
インツアーを実施しライブ動画
配信を行うなど、情報発信手法
を習得する実践的な教育訓練を
行う。

①動画を５本作製する。
②開催するセミナーの受講者数
について、10名を目標とする。

農林水産部
農業担い手課

農業短期大学校運営費 農業教育高度化事業を活用し、
授業や研修におけるスマート農
業等の現地研修等の教育の推進
を進める。（科目追加）

農業短期大学校におけるスマー
ト農業研修等受講者数につい
て、令和7年度までに640名受講
を目標として取組を進める。

農林水産部
農業担い手課

農業短期大学校施設統合整備事
業(農業短期大学校スマート農業
加速化事業)

農業教育機関である農業短期大
学校の実践的農業教育、研修体
制の強化を図るため、スマート
農業の社会実装等に対応した研
修施設を整備する。

農業短期大学校におけるスマー
ト農業研修等受講者数につい
て、令和7年度までに640名受講
を目標として取組を進める。

農林水産部
農業担い手課

教育研修事業 新規就農者等に向けて、営農に
関する基礎知識の習得、長期就
農研修等のほか、スマート農業
機械の基本技術の習得を図る。

農業短期大学校におけるスマー
ト農業研修等受講者数につい
て、令和7年度までに640名受講
を目標として取組を進める。

3(2)
エ

小学校、中学校及び高等学校に
おける情報活用能力の育成

保健福祉部
こども未来局
こども・青少年政
策課

こどもを守る情報モラル向上支
援事業

家庭や学校での子どものイン
ターネット利用に関する基礎知
識の習得度合いと利用状況を把
握し、その向上と改善を図る支
援システム「（仮）ふくしま情
報モラル診断」を開発・運用す
る。

システムによる情報モラル診断
の正答率について、60%を目標と
する。

4(1)
ア

会津大学等と連携した事業者の
デジタル変革（ＤＸ）推進支援

商工労働部
企業立地課

先端ＩＣＴ関連産業集積推進事
業(ＩＣＴ人材等育成事業、先端
ＩＣＴ技術開発・先進モデル創
出事業)

ＩＣＴ企業が県内にオフィスを
開設する際に必要な経費の支援
や、県内企業と会津大学等との
連携によるＩＣＴを活用した生
産効率化システムの開発や技術
導入など先進的ビジネスモデル
の創出を通じ、先端ＩＣＴ関連
産業の集積を推進する。

補助を受けた事業所の新規雇用
者数（Ｈ30年度からの累計）に
ついて、43人を目標とする。

4(1)
イ

中小企業、小規模事業者のデジ
タル化支援（ア）

商工労働部
経営金融課

ふくしま事業承継等支援事業(ふ
くしま小規模企業者等いきいき
支援事業)

地域の小規模企業者、組合、商
店街等の持続的な発展に向けた
創意工夫ある取組に対し、必要
な経費の一部を補助するととも
に、経営支援団体による「伴走
型支援」を行う。

ふくしま事業承継等支援事業(ふ
くしま小規模企業者等いきいき
支援事業)におけるデジタル化・
ニューノーマル対応部門の採択
件数について、22件（令和③)の
実績だったことから同水準の22
件を目標とする。

4(1)
イ

中小企業、小規模事業者のデジ
タル化支援（イ）

商工労働部
企業立地課

次世代自動車技術関連企業支援
事業

本県の主要産業である自動車関
連産業において、次世代技術へ
の対応力を強化するため、専門
家の派遣や商談会への出展支援
を実施し、県内企業の次世代自
動車分野への参入促進及び販路
拡大を図る。

事業を通じ、年間10件の商談成
立を目標とする。

商工労働部
雇用労政課

ふるさと福島若者人材確保事業
（県内中小企業オンライン採用
力向上事業）

県内中小企業を対象として、近
年のオンライン採用を取り巻く
現状についてのセミナーや、オ
ンライン採用においてコンテン
ツの工夫や各種ツール活用のノ
ウハウが必要となるオンライン
インターンシップ導入のための
伴走型支援等を行う。

伴走型支援を受ける企業につい
て、15社を目標とする。

4(1)
ウ

ハイテクプラザを中心とした企
業のデジタル変革（ＤＸ）支援

商工労働部
産業振興課

ものづくり企業のＡＩ・ＩоＴ
活用促進事業

ハイテクプラザにおいて、研究
会運営やＡＩ・ＩоＴ実証設備
の活用により、普及啓発から人
材育成、技術支援までを一体的
に実施する。

技術支援を受けた企業が、実際
にＡＩ・ＩｏＴ製品や技術等を
自社に導入するに至った件数に
ついて、4件を目標とする。

4(1)
エ

ＥＣサイトによる販路拡大支援 商工労働部
観光交流局
県産品振興戦略課

ふくしま県産品ＥＣ活用事業 ＥＣの需要が急増しているた
め、県産品事業者のＥＣ支援を
多方面から行い、販路の確保・
拡大及び県産品ＥＣ販売のＤＸ
化を図る。

支援したＥＣサイトの売上増加
率について、120%増を目標とす
る。

4(2)
ア

スマート農業の推進（ア） 農林水産部
農業振興課

スマート農業プロセスイノベー
ション推進事業

農業生産の効率化、高収益化を
図るため、スマート農業技術を
活用した実証研究を行うととも
に、先端技術の現地での実証を
通じた普及活動を行う。

スマート農業等技術を導入した
経営体数について、670経営体を
目標とする。

3　教育・人材育成

4　産業振興

3(2)
ウ

農業短期大学校等を中心とした
スマート農業人材の育成
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分野 担当課

指標（ＫＰＩ）又は目標

令和４年度関連事業（取組）一覧

項目

デジタル変革（ＤＸ）推進基本方針及びデジタル化推進計画

事業（取組）概要事業（取組）名

4(2)
ア

スマート農業の推進（ア） 農林水産部
農業振興課

福島イノベ構想に基づく農業先
端技術展開事業(農業イノベー
ションロボット開発事業)

被災地農林業の復興・創生を加
速させるため、大規模な農業経
営が実現可能となる先端技術の
実証研究により、営農再開や経
営規模の拡大を図る。（最先端
の作業ロボットや管理システム
を組み合わせた技術確立を図
る）

令和７年度に研究成果（普及に
移しうる成果数）を４件発表す
ることを目標に研究に取り組
む。

4(2)
ア

スマート農業の推進（イ） 農林水産部
畜産課

「福島牛」ＡＩ肥育確立事業 「福島牛」のブランド力強化及
び安定出荷に向け、県内家畜市
場からの優良肥育素牛の導入を
推進するとともに、それら導入
牛等にＡＩ肉質評価システムを
活用することで飼養管理技術の
改善・向上を図り、高品質な肉
用牛の産地形成を図る。

福島県産牛枝肉価格と全国平均
価格の差について、170円／kg以
内を目標とする。

農林水産部
森林計画課

福島イノベ構想に基づく林業先
端技術展開事業(林業イノベー
ションロボット開発事業)

被災地域林業の復興・創生を加
速させるため、先端技術を活用
した森林資源情報等を効果的に
把握するシステムを開発する。

令和7年度までに森林資源利用シ
ステムを開発することを目標
に、取組を進める。

農林水産部
森林計画課

森林環境適正管理事業 森林環境を適正に管理し、業務
の効率化や情報発信を行うた
め、ふくしま森林クラウドシス
テム、福島県森林ＧＩＳ及びふ
くしま森マップの保守・運用を
行う。

ふくしま森まっぷ閲覧者数(人/
年)について、101万人を目標と
する。

農林水産部
森林計画課

森林情報支援事業 新たな森林管理システムの市町
村の導入・運営に資するため、
森林地形情報、地番情報、所有
者情報等の更新を県が一括して
実施し、市町村等を支援する。

事業を実施した市町村数につい
て、20市町村を目標とする。

農林水産部
森林整備課

市町村森林経営管理支援事業 新たな森林管理システムによる
整備対象森林選定の一助とする
ため、森林組合等が実施した森
林整備の施業履歴、位置情報を
ふくしま森林クラウドシステム
に搭載し、市町村等へ情報発信
する。

森林整備の各施業履歴のシステ
ムへの搭載件数について、
35,646件を目標とする。

4(2)
ウ

スマート水産業の推進 農林水産部
水産課

福島イノベ構想に基づく水産業
先端技術展開事業

本県水産業の復興を進め、ふく
しま型漁業を実現するため、Ｉ
ＣＴ等の最先端技術を用いた新
たな水産業を展開していくため
の実証研究を行う。

令和７年度に研究成果（普及に
移しうる成果数）を10件発表す
ることを目標に研究に取り組
む。

4(3)
ア

デジタル技術を活用した工事の
推進

4(3)
イ

公共工事における情報共有シス
テムを活用した業務効率化

4(3)
ウ

工事の段階確認等における遠隔
臨場の推進

4(3)
エ

各業務段階における３次元モデ
ルの導入推進

4(3)
オ

公共土木施設管理におけるロ
ボット等の活用

計画 デジタル産業の集積 商工労働部
企業立地課

先端ＩＣＴ関連産業集積推進事
業

　本県の優れたＩＣＴ環境を全
国に情報発信するとともに、Ｉ
ＣＴ企業が県内にオフィスを設
置する際の費用補助やＩＣＴ関
連企業と大学等との共同研究支
援などにより、本県へのＩＣＴ
関連産業の集積を図る。

補助を受けた事業所の新規雇用
者数（Ｈ30年度からの累計）に
ついて、43人を目標とする。

5(1) 新型感染症対策の推進 保健福祉部
地域医療課

新型感染症対策に係るシステム
の運用

新型感染者等情報把握・管理シ
ステム（ＨＥＲ－ＳＹＳ）や医
療機関等情報システム（Ｇ－Ｍ
ＩＳ）、ワクチン接種記録シス
テム（ＶＲＳ）、ワクチン接種
円滑化システム（Ｖ－ＳＹＳ）
により感染症対策に取り組む。

新型感染者等情報把握・管理シ
ステム（ＨＥＲ－ＳＹＳ）や医
療機関等情報システム（Ｇ－Ｍ
ＩＳ）、ワクチン接種記録シス
テム（ＶＲＳ）、ワクチン接種
円滑化システム（Ｖ－ＳＹＳ）
により迅速に感染症対策に取り
組む。

5(1) 新型感染症対策の推進 生活環境部
国際課

外国人住民相談体制整備事業(外
国人住民新型感染症対策支援事
業)

新型感染症に対応するため、外
国人住民向け新型コロナウイル
ス相談ホットラインを運営す
る。

新型感染症に対応するため、外
国人住民向け新型コロナウイル
ス相談ホットラインを安定的に
運営する。

5(2) 遠隔医療の推進 保健福祉部
地域医療課

地域医療充実のための設備整備
補助事業(遠隔医療設備整備事
業)

医療の地域格差の解消や、遠隔
診療の体制を確保するため、機
器の整備に要する費用を助成す
る。

遠隔医療設備整備事業補助金を
活用した医療機関数について、
年間4件増を目標とする。

5(3) 県立病院におけるデジタル技術
の活用推進

病院局
病院経営課

人工透析の遠隔管理 南会津病院と福島県立医科大学
付属病院が連携し、遠隔で人工
透析支援を行う。

遠隔で人工透析を行う患者数に
ついて、720人を目標とする。

土木部
技術管理課

4(2)
イ

スマート林業の推進

4　産業振興

5　健康・医療・福
祉

建設ＤＸ推進事業 建設業の総実労働時間／月の削
減について、165.6時間を目標と
する。

建設産業の働き方改革の推進及
び新型感染症と共存し、インフ
ラ整備やサービス水準を維持す
るためには、業務そのものやプ
ロセス、働き方の変革が必要で
あるため、変革に必要なデジタ
ル技術の理解醸成と人材育成を
目的とした実践的な講習会や技
術的支援に取り組む。
（ＩＣＴ活用工事、情報共有シ
ステム、遠隔臨場、３次元モデ
ル等の推進を図る。）
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分野 担当課

指標（ＫＰＩ）又は目標

令和４年度関連事業（取組）一覧

項目

デジタル変革（ＤＸ）推進基本方針及びデジタル化推進計画

事業（取組）概要事業（取組）名

5(4) データに基づく健康増進 保健福祉部
健康づくり推進課

健康長寿ふくしま推進事業(福島
県版健康データベース事業、ふ
くしま健康情報ステーション事
業)

各市町村や各医療保険者等がそ
れぞれ保持している健診、医
療、介護等の各種データの集
約・分析を行い、県・地域の健
康課題を見える化するととも
に、情報を発信する。

データ蓄積及び分析の年次更新
を正確かつ適切に行う。

5(5) スマートフォンアプリを活用し
た健康増進

保健福祉部
健康づくり推進課

健康長寿ふくしま推進事業(ふく
しま【健】民パスポート事業)

県民が健康づくりに参加しやす
いよう、インセンティブを付与
する仕組みを取り入れた「健民
アプリ」の活用や深化、市町村
と連携した「ふくしま健民パス
ポート」事業を実施する。

ふくしま健民アプリのダウン
ロード数について、68,441件を
目標とする。

5(6) 地域医療情報ネットワークを活
用した医療連携体制の強化

保健福祉部
地域医療課

地域医療情報ネットワーク拡充
支援事業

病院・診療所・薬局・介護施設
などの間の医療福祉情報の連携
を拡充するため、地域医療情報
ネットワーク（キビタンネッ
ト）普及の取組及び医療機関に
対する支援を行う。

地域医療情報ネットワーク（キ
ビタン健康ネット）による情報
共有に同意した患者の件数につ
いて、71,000件を目標とする。

5(7) 医療機関へのロボットやデジタ
ル技術の導入推進

商工労働部
医療関連産業集積
推進室

医療施設用ロボット等導入促進
事業

医療施設用ロボット等（認証医
療機器を含む）を県内の医療施
設に導入することにより、医療
現場の労働環境の改善や負担軽
減、人材育成を図るほか、県内
企業における医療施設用ロボッ
ト等の開発を促進する。

医療施設用ロボット等の導入を
支援する対象機器について、3機
種を目標とする。

5(8) 介護施設へのロボットやデジタ
ル技術の導入推進

保健福祉部
高齢福祉課

ＩＣＴ等を活用した介護現場生
産性向上支援事業

介護支援ロボット導入やＩＣＴ
を活用した通信環境の整備、業
務改善支援など、介護現場にお
ける生産性向上の取組を支援す
る。

介護ロボットやＩＣＴ機器の導
入施設数について、253施設を目
標とする。

5(9) 保育施設へのデジタル技術の導
入推進

保健福祉部
こども未来局
子育て支援課

保育の質の向上支援事業(事務効
率化事例発信事業)

令和３年度までの県事業「保育
所等におけるＩＣＴ化推進事
業」等によりＩＣＴ化を実施し
た園の導入効果やその他業務効
率化の事例を取りまとめ、保育
関係者や市町村担当課を対象に
事例発表会を開催し、県内での
水平展開を目指す。

保育関係者や市町村担当課を対
象に、ＩＣＴを導入した園の導
入効果やその他業務効率化の事
例を取りまとめ、事例発表会を
開催する。

5(10
)

スマートフォンアプリを活用し
たＨＡＣＣＰの導入推進

保健福祉部
食品生活衛生課

ふくしまＨＡＣＣＰ導入推進事
業

県独自の衛生管理手法「ふくし
まＨＡＣＣＰ」の導入を推進す
ることで、県産品加工食品の安
全性を確保し、風評払拭を図
る。

ふくしまＨＡＣＣＰアプリ等を
利用してふくしまＨＡＣＣＰを
導入した施設数の割合につい
て、39.4%を目標とする。

6(1)
ア

災害発生時の情報共有システム
の充実

危機管理部
災害対策課

防災情報発信高度化調査事業 県民へ様々な防災情報を地図等
に分かりやすく表示し提供する
ための情報発信の在り方を調査
する。
また、災害時に県の交通規制や
河川等の情報を関係機関とリア
ルタイムで共有するため、国の
ネットワークへの接続を行う。

県民への分かりやすい情報発信
に向けた基本的な考え方を整理
する。

6(1)
イ

デジタル技術を活用した適切な
避難行動の支援

危機管理部
危機管理課

そなえるふくしま防災事業(防災
意識定着深化事業)

日頃から避難行動を考え、備え
ておく「マイ避難」の定着、実
践を促進するため啓発を行うと
ともに、ウェブサイト上で手軽
に避難計画を作ることのできる
特設サイトを引き続き公開し、
県民のマイ避難への取組を促進
する。

災害に備えて、自分（自宅）の
避難計画を作成していると答え
た県民の割合（意識調査）につ
いて、11.78%を目標とする。

6(1)
ウ

ＶＲ等体験型防災講座の推進 危機管理部
危機管理課

そなえるふくしま防災事業(防災
意識定着深化事業)(家族で学ぶ
防災セミナー)

基本的な防災知識を身につけ、
最新の防災情報や防災に関する
行動を学ぶとともに、ウェブサ
イト上でＶＲや防災講座を体験
できる環境を構築し、防災学習
ができる環境を整備することで
正確な防災行動を起こせる県民
を増加させる。

防災に関し啓発を行った人数に
ついて、8,000人を目標とする。

6(1)
エ

原子力災害発生時の広域避難
ルートの最適化

危機管理部
原子力安全対策課

原子力災害に備える情報サイト 原子力災害発生時の広域避難計
画に係る避難ルートやルート沿
いの施設等の情報を地図上に表
示し、県民へ情報提供を行う。
また、計画の更新等に伴うルー
ト変更や複数化、道路状況を反
映させ、最適な避難情報を提供
する。

広域避難ルートを掲載するＷｅ
ｂサイトのアクセス数につい
て、12,211件を目標とする。

6(1)
オ

スマートフォンアプリを活用し
た防犯対策の推進

警察本部
警務課

福島県警察デジタルトランス
フォーメーション推進事業(防犯
アプリ導入事業)

県民一人一人が必要とする防犯
情報等をタイムリーに分かりや
すく、プッシュ型通知で受け取
ることができる仕組みを構築し
た県民向けアプリを開発、導入
する。

県民一人一人が必要とする防犯
情報等をタイムリーに分かりや
すく、プッシュ型通知で受け取
ることができる防犯アプリの開
発・導入を行うため、機能の検
討・情報収集をする。

6(2)
ア

スマートフォンアプリを活用し
た地球温暖化対策等の推進

生活環境部
一般廃棄物課

オールふくしまＥＣＯ推進プロ
ジェクト(ＥＣＯ・マイアクショ
ン発信事業)

スマートフォンアプリを活用す
るなどして、ごみ減量化、省エ
ネルギー、環境保全活動に関す
る取組を広げ、環境に負荷をか
けないライフスタイルの普及を
図る。

アプリ累計ダウンロード数につ
いて、30,000件を目標とする。

5　健康・医療・福
祉

6　安全・安心、環
境
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6(2)
イ

デジタル技術を活用した鳥獣被
害の軽減対策

生活環境部
自然保護課

鳥獣被害対策強化事業(ＩＣＴ通
信機器貸出事業)

県のＩＣＴわなを捕獲事業者へ
貸し出すことで、イノシシ捕獲
の効率化、省力化に取り組む。

ＩＣＴわなの利用者アンケート
により、「利用を継続したい」
と回答した件数について、20件
を目標とする。

計画 防犯・防災意識の向上 警察本部
生活安全企画課

メールによる警察情報発信事業
（ＰＯＬＩＣＥメールふくし
ま）

メールにより犯罪発生情報、防
犯情報、交通安全情報等を発信
し、県民の防犯意識等の向上を
図る。

事業の効果を発揮するため、各
種広報活動により、受信登録件
数を拡大する。

計画 国民保護 危機管理部
危機管理課

武力攻撃事態等における安否情
報収集・提供システム（安否情
報システム）

　武力攻撃事態等における国民
の保護のための措置に関する法
律に基づく安否情報の収集及び
提供等に関する事務を円滑かつ
効率的に処理する。

武力攻撃事態等における安否情
報収集・提供システムを安定運
用する。

情報通信基盤の整備促進 企画調整部
デジタル変革課

携帯電話通話エリア広域ネット
ワーク化事業

　携帯電話の不通話地域を解消
するため、携帯電話等の基地局
施設（鉄塔、無線設備等）の整
備を実施する市町村に補助金を
交付する。

携帯電話の人口カバー率につい
て、99.97%を目標とする。

利用者に優しい行政サービス等
の実現

企画調整部
デジタル変革課

デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(オールふくしまＤＸ推進基本設
計構築事業)

県及び市町村が共通の認識を
持ってＤＸを進めるため、行政
手続（県、市町村）の共通ポー
タルを提供するための仕様を策
定する。

行政手続（県、市町村）の共通
ポータルを提供するための仕様
を策定する。

地域住民に対するきめ細かなデ
ジタル活用支援

企画調整部
デジタル変革課

デジタル変革（ＤＸ）推進事業
(情報リテラシー向上事業)

高齢者向けのスマホ教室等を開
催し、高齢者の情報リテラシー
の向上を図る。

情報リテララシー向上事業に参
加した高齢者の数について、930
人を目標とする。

情報セキュリティ対策 企画調整部
デジタル変革課

自治体情報セキュリティクラウ
ド運用事業

自治体情報セキュリティクラウ
ドサービスについて、東北6県及
び新潟県で共同調達し、高度な
セキュリティ監視サービス等を
利用する。

自治体情報セキュリティクラウ
ドサービスの運用を開始する。

個人情報保護 総務部
文書法務課

個人情報保護条例を含む関係規
則等の改正

令和４年度内に個人情報保護法
の適用を受ける条例等の改正を
行う。

令和４年度内に個人情報保護法
の適用を受ける条例等の改正を
行う。

第６　デジタルデバ
イド対策

第７　情報セキュリ
ティ対策・個人情報
保護

6　安全・安心、環
境
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